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全産業 大　型 中小型 全産業 大　型 中小型
2014年 480 424 379 2124 2592 2560
2015年 489 437 388 2124 2616 2580
2016年 490 447 399 2124 2604 2484
2017年 491 454 415 2136 2604 2592
2018年 497 457 417 2124 2580 2568
出所：日本トラック協会
　トラック業界は，景気後退期における規制緩和とそれによる競争激化がトラック運賃とトラック・ドラ
イバーの給料低迷を引き起こしただけでなく社会的規制から生じる追加コストのトラック事業者へのしわ
寄せももたらした。そしてそれはトラック・ドライバーの給料のさらなる低下とトラック・ドライバーの
高齢化＝若年労働者のトラック・ドライバー離れに繋がるという悪循環の構図を持つようになっている。
この状況は中小零細事業者に限定されたものではない。少し前のヤマト運輸の残業代未払い問題が象徴す
るように，大手トラック事業者も同様の状況に陥っている。
　トラック業界の自由化・規制緩和の帰結が示すことは，経済的規制の緩和は社会的規制の強化とセット
で進められたが，その両方で構成されている規制全体の制度設計が事業者・従業員に不利なものとなって
いること，つまり物流２法という制度変化を評価する場合には，参入規制の緩和や過積載規制あるいは適
正化事業創出等の個別の制度のみを見るだけでは不十分であり，関連する複数の制度間の関係と全体の構
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図を検討する必要があること，である。
（２）港運業界における規制緩和への対応
　一方，港湾運送事業法の規制緩和も他の運輸・物流業界と同様に，需給調整の廃止や免許制の許可制へ
の変更等の経済的規制の緩和をその主たる内容とするものであったが，港運業界においてはトラック業界
とは異なる対応がなされた。港運事業者の業界団体である日本港運協会（以下，「日港協」と略）は，外
部からの自由化・規制緩和圧力に対して，港湾労働者と倉庫等施設に関する港運事業者の保有基準を明確
に定め，コンプライアンス確保のためのチェック体制として各地区に官民一体の安定化協議会を設置する
ことを国交省と綿密に打ち合わせて，規制緩和を目的とした改正港湾運送事業法に盛り込んだ。それによっ
て2000年代に段階的に実施された港湾運送事業法の規制緩和に対するセーフティ・ネットを着実に構築し
たのである。２これは経済的規制の緩和によって新規参入してくる可能性がある不適格な事業者を予防的
に排除するための仕組みであった。このように港運業界においても一方通行的に自由化・規制緩和が進め
られたわけではない。また日港協は経済的規制の緩和と社会的規制の強化をうまく組み合わせて過当競争
＝港湾物流サーヴィスの供給過剰を抑止したと言える。３
３．内航海運業界における規制のあり方を検討する際の方向と内容
（１）内航海運業界における現在の規制の全体構図
１）自由化・規制緩和としての暫定措置事業終了とその「効果」
　暫定措置事業終了は，S&B方式の船腹調整事業の廃止を完了させる措置であるため，一種の自由化・規
制緩和である。もちろん暫定措置事業は規制としての効果が十分であったとは言えないが，前述したよう
に潜在的な船腹過剰を一定程度抑止する効果があるからである。
　そして内航海運業界の場合，暫定措置事業終了という規制緩和は景気後退期に当たる可能性があるため，
新規参入をもたらすのではなく，これまでの潜在的な船腹過剰が顕在化するという形でその「効果」が現
れることになる。そして内航船主は巨額の船舶建造投資を行っているため，船腹過剰が顕在化したからと
言って，内航輸送市場から退出するという選択をすることが困難である。そのため船腹過剰状態は継続し，
運賃・用船料の下落を引き起こす可能性が高い。
２）社会的規制の強化への対応の必要
　一方で内航海運業界における今後の社会的規制については，一般的なコンプライアンス強化に加えて，
環境規制の強化，具体的にはSox規制の強化と「働き方改革」に対応した内航船員の就業状況の改善があ
２　もちろんここで概説した港運業界の自由化・規制緩和への対応は自然とそのようになったわけではない。それは港運事業
者の業界団体である日港協，とりわけ当時の会長であった故尾崎睦氏が港運業界の今後についての明確なヴィジョンを持ち，
それにもとづいて極めて強力なリーダーシップを発揮して国交省等と交渉した結果であった。またしばしば「港運業界は特
殊だから保護されやすい」という意見があるが，これは表層的な見解である。港湾運送事業法における規制緩和が進められ
た時期は日港協が民間の自主規制である事前協議制度を独占禁止法違反で運用の改善要求をされ，その後，米国連邦海事委
員会（FMC）からも同様に独禁法違反で是正を求められるという危機的状況をくぐり抜けてきた時期である。
３　港運業界において過当競争＝港湾物流サーヴィスの供給過剰が抑止されたからと言って，港運事業者が超過利潤を得てい
るわけではない。地方コンテナ港の乱立や日本港湾発着貨物量の相対的なシェアの低下によって港運事業者も現実には港湾
間での競争は激化しているし，また作業料金も引き下げられている。しかし社会的規制の強化の中に保有基準というセーフ
ティ・ネットを入れたことによって，トラック業界のような異常な過当競争が抑止されている点は一つの先行事例として検
討に値すると言える。
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げられる。
　Sox規制の強化の課題とは一言するとそのコスト負担の配分である。トラック業界のように導入コスト
の多くが事業者負担となると今後，貨物量が減って収益構造が悪化すると予想される内航海運事業者は厳
しい状況に直面することになる。
　また「働き方改革」は就労形態が通常の従業員とは異なる内航船員の労働条件を，内航船員不足と内航
船員の高齢化という状況の中で改善しなければならなくなるという以前からの課題をより深刻なものとす
る。これは予備船員の増員による船員の休暇の十分な確保，船内居住環境の改善，船員の実質的な賃金の
引き上げ等であり，これらは全て追加的コストが必要となる。そのためこれについてもその負担配分が問
題となる。
　加えて一般的なコンプライアンスの確保については，コンプライアンスが確保されていない事業者を社
会的規制によって実際に市場から退出させることが可能なのか，さらにはそのような社会的規制の設定そ
のものが可能なのかという問題がある。また内航海運事業者の活動に関する一定の情報が業界団体に集約
されていることが必要となる。そして暫定措置事業終了にともなって関係諸制度が廃止されるということ
は，内航海運の業界団体にコンプライアンス確保を確認するための情報が十分に入ってこなくなるという
ことでもある。そうすると業界団体はコンプライアンス確保という重要な役割を果たすことができなくな
り，その存在意義が問われることになる。
　このように内航海運業界の規制全体の構図を概観すると，経済的規制の緩和による船腹過剰の顕在化と
社会的規制の強化による船腹過剰状態のもとでのコスト増大への対応を考えなければならない状況になっ
ている。
（２）官民関係から見た規制のあり方
１）規制緩和へのあるべき対応
　通常，規制は行政が制定する法律にもとづくものだけでなく，それにもとづいた民間規制とセットで構
成されている。例えば内航海運業界では内航海運事業法と内航海運組合法が行政による規制の根拠法とな
るが，それにもとづいてS&B方式の船腹調整事業や暫定措置事業規定という民間規制が作られていた。
　自由化・規制緩和とは本来，民間の主体性に任せるという意味を持つものである。それは民間業界が行
政に依存することなく自己再生産機能を持つこと，そしてそれを実現するための自主的ルールをコンプラ
イアンスを踏まえて主体的に構築することが前提となる。今回の暫定措置事業終了はさらに民間が作った
規制を廃止するというものなので，暫定措置事業が担ってきた内航輸送市場の安定性確保を業界団体が主
体的に新たなルールを設定することによって実現していかなければならない。
２）官民２つの規制の関係
　そして官民２つの規制は相互補完関係にある。例えば暫定措置事業規定の営業船と自家用船の区分はも
ともと内航海運業法に定められており，自家用船は営業＝他人の貨物を運ぶことはできないことになって
いるが，暫定措置事業が終了し，船舶建造・解撤情報を収集しなくなったとしたら，自家用船と営業船の
運用区分が曖昧になり，コンプライアンスが確保されなくなる可能性がある。そして建造納付金制度がな
くなれば内航海運事業者は自社の建造情報を業界団体に知らせる義務やメリットはなくなる。つまり法律
を守ること＝コンプライアンスは実効性のあるチェック機能が実際に存在することによって成り立つので
ある。これなどは行政（国交省）が定めた規制（内航海運業法）が民間の内部規制（暫定措置事業）によっ
て有効に執行されている，逆に言うならば民間の内部規制がなくなれば法律が守られなくなる可能性があ
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るという具体的な例の１つである。このように暫定措置事業の廃止にともなう関係各制度の消失は単にそ
れらがなくなるというだけでなく，これまで守られてきた官民双方のルールも維持できなくなるケースが
出てくる。暫定措置事業終了という事態がコンプライアンス状況にどのような影響を及ぼす可能性がある
のかを十分に検討しておく必要がある。
小　　括
　本稿で見てきたように暫定措置事業の終了は船腹利用の効率化と競争ルールの混乱の両面を持つ。この
２つの面はコインの裏表である。暫定措置事業終了後はメリットを活かしながらデメリットを極小化する
ための制度が求められるが，そのためには事業者間の調整がこれまで以上に必要とされることは言うまで
もない。また自由化による多様なビジネス・モデルの出現は内航海運業界内外で様々な形での競争をもた
らす。そしてそれはこれまで見られなかった新たな事業者間の利害対立を生み出す可能性が高い。暫定措
置事業の終了という自由化はこれまで同事業によって制約されてきたビジネスの多様性を開放するが，そ
れは内航海運事業者の活動の自由を保証するとは限らない。事業者の規模の大小にかかわらず，自由化と
は自社だけのものではなく，異業種も含めた多くの事業者にとっても自由化であり，他社が自由化のメリッ
トを享受すると自社は享受できなくなるという「不自由」な立場に置かれるかもしれないからである。一
方で内航海運業界はこれまで以上に公正・公平な，すなわちコンプライアンスに則った競争ルールを求め
られる。
　また規制に対する一般的な考え方の変化からわかるように，自由化・規制緩和が進められた20年前と現
在は状況がかなり異なる。規制＝悪，自由化＝善という単純な考え方は後退し，効果的な規制が必要とさ
れている。そして規制のあり方を考える際のポイントは事業の持続性であり，それを実現するためには不
当な格差を是正する必要がある。また規制あるいはそれの基盤となる制度の本来の目的は強い事業者の育
成とそれによる安定的で高品質な内航輸送サーヴィスの持続的提供であり，それを実現することが内航海
運事業者のコア・コンピタンス（競争力の源泉）となるということを明確に認識しておく必要がある。
　この目的を達成するためには経済的規制の緩和と社会的規制の強化のバランスと規制全体のデザインの
調整が必要である。具体的には暫定措置事業終了と様々な社会的規制の強化とを適切に組み合わせていく
必要がある。
　そして規制全体のデザインとその執行のためには内航海運業界の主体性が必要である。自由化・規制緩
和はまずは政府規制の撤廃を意味する。それは規制がないから野放図に「事業」を展開しても良いという
ことではなく，事業者が自律的にコンプライアンスを確保していくことを前提としている。しかし個別事
業者だけにそれを任せることができない場合は業界団体がそれを代行せざるを得ないだろう。そして内航
海運業界は貨物の種類ごと，顧客である大荷主ごとに内航輸送サーヴィスが異なるケースが多く，またサー
ヴィスを提供する事業者も大手から中小零細まで様々である。このことから業界団体である内航総連が主
体的に規制全体のデザインを構想し，それを実効性のあるものとしなければならない。
　次の問題は，２つの規制の強弱がもたらす結果が誰にとってメリットがあるのかという点である。トラッ
ク業界の場合，それは顧客である荷主と消費者の短期的メリット＝運賃下落をもたらした。しかし反面，
トラック事業者がそのしわ寄せを受けトラック・ドライバー不足を含めて極めて厳しい経営環境に陥って
おり，荷主・消費者の短期的メリットの持続性も危ぶまれるようになっている。そのため２つの規制のバ
ランスを取る必要と，その負担の配分の適正化が必要である。これを決めるのが物流事業者と顧客との間
の力関係である。そしてそれは個々の物流業界の市場のあり方＝産業組織によって規定されている。
